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要介護老人の日常生活自立度と離床時間の関係
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DisabledElderlyPersonsandtheirFunctionalIndependence

ShinichiSHINDO*

はじめに

要介護老人の離床は,これまで ｢生活の質

(QOL)｣の向上といった福祉的視点1)辛,長

期の安静による体力低下や拘縮などの廃用症候

群の予防といったリハビリテーション的視点2'

から強調されてきた｡さらに最近では,要介護

老人の日常生活自立度を維持するためには ｢生

活全体の活性化｣が不可欠であり,その手段と

しての離床が強調されるようになってきてい

る3)｡しかし,離床を時間から定量化して行っ

た実証的研究そのものが少なく4)5)6),要介護老

人の日常生活自立度と離床時間との関係に関す

る研究は,これまでほとんど行われていない｡

今回,長期にわたって離床時間を観察できた

要介護老人の日常生活自立度と離床時間との関

係について調査したので,その結果を報告する｡

対象と方法

対象は,特別養護老人ホーム松山荘 (定員75

名)に入所し,1987年から1992年までの5年間

に退所した者のうち,脳卒中の再発や骨折など

の事故がなく,1年以上にわたり積極的な離床

プログラムを,ほぼ継続して実施できた45名の

要介護老人である｡

対象の概要を表 1に示す｡性別では男23名,

女22名,入所時の年齢は70歳代が最も多く,辛

均年齢は75,5歳であった｡入所の原因となった

主な障害は,中枢神経疾患が約8割をしめてい

た｡

入所から離床プログラム開始までの期間は平

均1.7年,離床プログラム実施期間は平均3.3年,

離床プログラム中止から退所 (多くは死亡)ま

での期間は平均0.2年であった｡入所から離床

プログラム開始までの期間が長いのは,施設と

して離床プログラムを導入した時点ですでに入

所しており,退所まで1年以上の離床プログラ

ムを実施できた老人が含まれているためである｡

実施された離床プログラムとは,日常生活動
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表1 対象の概要

要介護老人の日常生活自立度と離床時間の関係

総 数 45 (100%)

性 別 男 23 ( 51%)
女 22 ( 49%)

入 所 ～59歳 1 ( 2%)
60-69歳 10 ( 22%)
70-79歳 20 ( 44%)

年 齢 80歳～ 14 ( 31%)

平 均 75.5歳

障 害 中枢神経疾患 35 ( 78%)痴 呆 4 ( 9%)
構 成 整形外科疾患 2 ( 4%)

そ の 他 4 ( 9%)

平均入所期間 5.2年
(入所～離床開始) (1.7年)
(離床期間) (3.3年)
(離床中止～退所) (0.2年)

作が仝介助でも, 1日最低 5時間以上の離床を

目標に,食堂やトイレなどベッドから離れた場

所でセルフケアを行わせ,行事やクラブ活動に

できるだけ参加させるというものである415)｡ま

た離床時間を毎日記録し,それが5時間を下回

る場合はその理由を確認し,問題がなければ可

能な限り離床時間を延ばす援助を行っている7'｡

離床時間や日常生活自立度などの調査項目は,

処遇記録から後方視的に調査した｡離床時間の

調査は,職員が毎日つけている介護を通して把

握 した個々の老人の1日の総離床時間 (0.5時

間単位)の記録から行った｡離床開始時の離床

時間とは,離床がほぼ安定した離床プログラム

開始翌月の1か月間の1日平均離床時間,離床

中止時の離床時間とは,まだ離床が比較的安定

している離床プログラム中止前月の1か月間の

1日平均離床時間である｡日常生活自立度は,

厚生省の ｢障害老人の日常生活自立度 (寝たき

り度)判定基準｣に従って,ランクA (house

bound),ランクB (Chalrbound),ランクC

(bedbound)の3段階に区分 した｡数名いた

ランクJ(独力外出可)はランクAに含めて分
析した｡

表 2 日常生活自立度と離床時間の関係

1)離床開始時

自立度 人数 平均離床時間

ランクAランクBランクC 23148 を筈… 三;簿

辛p<0.05 rs-0.4887

2)離床中止時

自立度 人数 平均離床時間

ランクAランクBランクC 61722 芸…… 壬;簿

*p<0.05 r5-0.6624

結 果

1.日常生活自立度と離床時間の関係

離床開始時と離床中止時における日常生活自

立度と離床時間との関係を表 2に示す｡

離床開始時には,ランクAは7.4時間 (23名),

ランクBは6.2時間 (14名),ランクCは5.1時

間 (8名)であった｡これが離床中止時には,

ランクAは6.8時間 (6名),ランクBは5.8時

間 (17名),ランクCは4.4時間 (22名)となっ

た｡全員の離床時間の平均は,離床開始時は

6,6時間,離床中止時は5,2時間で,1.4時間低

下しており有意差 (p<0.05)がみられた｡

日常生活自立度別の離床時間は,離床開始か

ら中止まで,ランクAでは約 7時間,ランクB

では約 6時間,ランクCでは約4.5時間で,ラ

ンクA,ランクB,ランクCの離床時間の間に

は,離床開始時,離床中止時ともそれぞれ有意

差 (p<0.05)がみられたOまた,日常生活自

立度と離床時間との相関係数は,離床開始時

r､-0.4887,離床中止時 r5-0.6624で,弱い

相関がみられた｡
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表3 日常生活自立度の推移別にみた離床時間

の平均短縮時間

自立度の推移 人 離床時間の

開始時 - 中止時 数 平均短縮時間

ランクA(≡;至言 698 o;;…… 壬;喜∃ *

ランクBく言;ZE 86 冒:…≡ 王:去jr6

*p<0.05

2.日常生活自立度の推移別にみた離床時間

の短縮時間

日常生活自立度の推移別にみた離床時間の平

均短縮時間を表3に示す｡

離床開始時にランクAの23名のうち,離床中

止時もランクAを維持していた者は6名で,離

床時間の平均短縮時間は0,7時間であった｡そ

れがランクBに低下した9名では1.6時間,ラ

ンクCに低下した8名では3.1時間となってい

た｡離床中止時にランクAを維持した群 ･ラン

クBにとどまった群の短縮時間と,ランクCま

で低下した群の短縮時間の間には,それぞれ有

意差 (p<0.05)がみられた｡離床開始時にラ

ンクBの14名のうち,離床中止時もランクBを

維持していた者は8名で,離床時間の平均短縮

時間は0.6時間であった｡それがランクCに低

下した6名では1.2時間となっていた｡離床開

始時にランクCの8名の平均短縮時間は0.9時

間であった｡

以上から,日常生活自立度の低下の割合が大

きいほど,離床時間の短縮時間が大きくなる傾

向が認められた｡この平均短縮時間は,先に検

討した日常生活自立度のランク間の離床時間の

差とほぼ対応していた｡

3.離床時間の推移別にみた日常生活自立度

の維持率

離床時間の推移別にみた日常生活自立度の推

(87)

表4 離床時間の推移別にみた日常生活自立度

の維持率

離床時間の推移 人数 自立度維持群
開始時 - 中止時 の人数 (%)

7時間～ く7～賢琵蒜 214 2 (100 )4 ( 29)

6-7時間 く6～発 表 38 2 ( 67)1 ( 13)

5-6時間 (誓 琵蒜 61 3 ( 50)1 (100)

注)対象はランクA,Bの 37名

持率を表4に示す｡離床開始時ランクCであっ

た者を除く37名について分析した｡

離床開始時に平均離床時間が7時間以上で,

離床中止時にもその時間を維持していた2名は,

ともに日常生活自立度を維持していた｡しかし,

離床時間を維持できなかった14名のうち自立度

を維持していた者は4名であった｡離床開始時

6-7時間で,離床中止時にもその離床時間を

維持していた3名のうち2名は自立度を維持し

ていたが,離床時間を維持できなかった8名の

うち自立度を維持していた者は1名であった｡

離床開始時5-6時間では,離床中止時にもそ

の離床時間を維持していた6名のうち3名は自

立度を維持していた｡また,離床開始時5時間

未満の3名のうち離床中止時にもその時間を維

持していた者は1名であった｡

以上から,離床開始から離床中止まで離床時

間を維持した者は,低下した者と比べ日常生活

自立度の維持率は高く,しかも離床時間が長い

ほどその維持率は高い傾向がみられた｡

考 察

以上の結果から,日常生活自立度の低下の割

合が大きいほど離床時間の短縮時間が大きいこ

と,また離床時間を維持した者は短縮した者と

比べ日常生活自立度の維持率は高く,離床時間

が長いほどその維持率は高い傾向のあることが

明らかとなった｡
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(88) 要介護老人の日常生活自立度と離床時間の関係

竹内8)は,老人の日常生活動作能力の低下が

活動性を低下させ,それがまた原因となって老

人の日常生活動作能力を低下させるといった悪

循環のあることを指摘しているが,離床時間の

短縮との関係においても,どちらが原因でどち

らが結果か簡単にはいえない面がある｡しかし

今回は,要介護老人の日常生活自立度の低下要

因である脳卒中の再発,転倒による骨折,疾病

など)のある者を対象から除外し,また維持 ･

改善要因としてのリハビリテーション10'は実施

されていなかった｡したがって,これら以外の

要因として最も有力視されている ｢生活全体の

活動性｣が日常生活自立度の低下にどう関わっ

ているかを,離床時間というスケールからある

程度客観的に明らかにすることができたと考え

られる｡

これまでは,要介護老人の日常生活自立度を

維持するには,老人をできるだけ離床させるこ

とが重要だ,という一般的な指摘に留まってい

ることが多かっだ1ユ)Oまた,要介護老人のリハ

ビリテーションにおいても,生活ケアの観点か

ら生活全体を活動的にしていくことが強調され

てきた8)12)｡しかし,日常生活自立度を維持す

るために,どういう老人にはどれくらいの離床

時間が必要か,といった目標時間の目安が示さ

れることはほとんどなかった5)｡今回の結果で

は,日常生活自立度を維持した者は,各ランク

ごとにそれぞれ一定の離床時間を維持していた｡

それを一つの目安とすれば,1日の離床時間の

目標を,ランクAは7時間以上,ランクBは6

時間以上,ランクCは5時間以上維持すること

で,日常生活自立度の低下をある程度抑制でき

るではないかと考えられた｡

ま と め

特別養護老人ホームに入所した要介護老人の

日常生活自立度と離床時間との関係について調

査した結果,以下のことが明らかとなった｡

1.日常生活自立度と離床時間の間には,弱い

相関が見られ,1日平均離床時間は,ランクA

では約7時間,ランクBでは約6時間,ランク

Cでは約4.5時間であった｡

2.日常生活自立度の低下の割合が大きいほど

離床時間の短縮時間が大きくなる傾向がみられ

た｡

3.離床時間を維持した者は低下した者と比べ,

日常生活自立度の維持率は高く,離床時間が長

いほどその維持率は高い傾向がみられた｡

4.日常生活自立度の低下を抑制するための1

日の離床時間の目安として,ランクAは7時間

以上,ランクBは6時間以上,ランクCは5時

間以上が考えられた｡

(本研究は文部省科学研究費補助金の補助を受

けて行ったものである｡)
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